















































































































































1898 (明31)年10月 1日第 1次市区拡張
1920 (大 9)年10月1日第 2次市区拡張
1938 (昭13)年 4月1日第 3次市区拡張
1950 (昭25)年4月1日第 4次市区拡張
1955 (昭30)年 1月1日第 5次市区拡張
1955 (昭30)年2月 1日第 6次市区拡張
1962 (昭37)年 1月1日第7次市区拡張






































人 口 人 口 密 度 拡 張 区 域
人 人/kn?




233， 153 2，523 福田村大浦郷字網場の脇
292，341 2，519 深堀村，福田村




424，391 2，039 N 
433， 137 1，819 三重村








長崎市が造船業の企業都市に転化する契機は， 1898 (明治31)年の第 1次
市区拡張である(表 1，図 1)。この市町村合併によって，三菱長崎造船所
の立地する淵村と，グラパー創設小菅造船所のある戸町村が市域に編入され




るに至った。造船所の職工数は， 1895 (明治28)年→1914(大正 3)年の間
74 
図 1 長崎市域の拡大
















































































(1) 中村剛治郎「日本の都市と地域構造JrエコノミアJ87号， 1985年12月， 30ページ。
(2) 河地貫一「新長崎都市論J(日本都市学会編『都市と災害(日本都市学会年報， 17巻)J
ぎょうせい， 1984年， 90"""92ページ。
(3) 長崎県史編集委員会『長崎県史 近代編j吉川弘文館， 1976年， 84"""92ページ。
( 4) 川島哲郎「日本工業の地域的構成Jr経済学雑誌J48巻4号， 1963年，中村，前掲論文
(注 1)，40"""48ページ，参照。











(7) 旗手勲『日本の財閥と三菱j楽瀞苫房， 1978年， 96"""101ページ，三島康雄『日本財閥
78 
経営史 三菱財閥J日本経済新聞社， 1981年， 194"'-'201ページ，西日本重工株式会社長
崎造船所『三菱長崎造船所史 続篇11951年， 9"'-'19ページ。
(8) たとえば，長崎市の水道の歴史は水不足と給水制限の歴史といわれるほど水資源の制
約は大きいが， 1900"'-'1904年には，第 l回水道拡張事業が新市域を含む給水人口 18.2万
人を目標に実施された。また， 1897"'-'1904年，出島を含む長崎湾奥約60万niの埋立が行
われ，道路，flj渠，揚場地のほか，臨海鉄道・浦上一長崎路線の新設用地，労働者住宅













(13) 浦上水源地建設計画は1939年 1月に成ったが，それは， 1軍需産業の活況で従来の使用
量 1日1人平均90Qが167Qに急上昇，水道施設の増設が急務J(丹羽漢吉『長崎市水道



















Z7¥¥之土 総生産額1973 1976 1981 1981 
第 1次産業 5.0 5.4 3.2 3.6 
農 業 0.8 0.8 0.4 0.4 
林 業 0.0 0.0 0.0 0.0 
水 産 業 4.2 4.5 2.8 3.2 
第 2次産業 30.8 24.6 20. 7 33.9 
鉱 業 0.4 o. 1 0.2 0.3 
建 設 業 7. 7 6.6 7.2 9.8 
製 1、畳g二 業 22. 7 17.9 13.3 23. 7 
第 3次産業 64.2 70. 1 80.3 62.6 
卸売・小売業 20.7 21. 1 24.4 17.9 
金融・保険業 9.6 5.5 
不 動 産 業 6.0 5.4 
運輸 ・通信業 8. 1 7.6 7.3 5.8 
電気・ガス・水道業 0.9 1.1 1.8 2.5 
サー ピス業 19.5 21. 8 26.0 22.2 
公 務 4.8 4.6 5.2 3. 1 
l仁3h 100.0 100.。100.0 100.0 









































1971 181( 16. 7) 10 75(6.9) 10 9(0.8) 10 1， 086( 10. 0) 10 
74 206(19.3) 14 86(8.0) 15 10(0.9) 11 1， 069( 10. 0) 98 
事業所数 7 185(18.5) 102 64(6.4) 85 8(0.8) 891 1，02(100.0) 92 
80 180(17.8) 9 68( 6.7) 91 6(0.6) 671 1，010(100.0) 93 
83 195(19.1) 108 85(8.3) 13 4(0.4) 41 1，019(100.0) 94 
1971 21，689(66.2) 10 17，091(52.1) 10 20，2482( 61.7) 10 32， 787( 10. 0) 10 
従業(人者) 数
74 20，779(67.5) 96 15，935(51. 8) 93 17，482(56.8) 86 30， 78( 100.0) 94 
7 17，479(66.0) 81 13，234(50.0) 7 15， 630( 59.1) 7 26， 469( 100.0) 81 
801 13，119(59.2) 601 9，651(43.6) 561 1， OO( 49.7) 54122， 151( 100.0) 68 
831 13， 739( 63.9) 631 10，239(47.6) 601 9， 981( 46.4) 49121，501(100.0) 6 
1971 1，593(78.2) 10 1， 340( 65.8) 10 l，6464( 81.8) 10 2， 037( 10. 0) 10 
製造(品億出円荷)額等
74 2，251(7. 6) 141 1，934(6.7) 14 2， 14( 73.9) 129 2，901(100.0) 142 
7 2，628(76.6) 165 2， 298( 67.0) 171 2， 646( 7. 1) 159 3， 431( 10. 0) 168 
80 1，909(67.8) 120 1，533(54.5) 14 1， 828( 65.0) 10 2，814(100.0) 138 
831 3，394(80.8) 213 2，968(70.7) 21 2， 94( 70.1) 17 4， 20( 10. 0) 206 
1971 580(76.4) 10 463(61. 0) 10 59745( 78.3) 10 759( 10. 0) 10 
付加(億価円)値額
74 871(79.6) 150 742(67.8) 160 775(70.8) 131 1，091(100.0) 14 
7 901(73.8) 15 735(60.2) 159 870( 71. 3) 146 1，221(100.0) 161 
80 741(66.8) 128 569(51. 3) 123 698(62.9) 18 1， 10(100.0) 146 
83 1，478(81. 9) 25 1， 263( 70.0) 273 1，309(72.5) 20 1， 805( 10. 0) 238 
1971 302(81. 0) 10 249(66.8) 10 305( 81. 8) 10 373( 10. 0) 10 
現金(億給円与)額
74 482( 81.1) 160 383( 64.5) 154 447(75.3) 147 594(100.0) 159 
7 561(80.0) 186 49( 64.1) 180 542( 7. 3) 178 701( 10. 0) 18 
80 577(78.3) 191 470(63.8) 189 53( 75.0) 181 737(100.0) 198 







(4) I付加価値額」は， 77年以降 9人以下の事業所については「粗付加価値額J
で集計。


















ぷよ 197 78 79 80 81 
% % % % % 
)長崎合市・計香焼町 実指数 4890，305. 8 10.0 4068 ，083 10.0 3938，0 56910.0 386，89.3  10.0 517，308 10.0 10.0 3.0 105.7 
(2)系金属業・種機械分実指数 417，295 85.3 348 ，927 82.5 315，871 80.3 260，053 76.7 440，6 181 85.9 10.0 0.3 5.7 2.3 106.4 
内 (3)三菱・長崎
実指主指盟数動
27lo，5o9-。0 5.5 298 ，749 56.6 2378，47 21 60.3 1856，80.9 2 54.6 345，125 6.7 
4.6 127.1 
(4)三菱以外 1450，70 05 29.8 105，178 25.9 78，450 19.9 74，964 2.1 96，O85.6 0 19.1 
10.0 2.2 3.8 1.4 
)長崎県討
実指数 916lo，8o9-。5 826，146 839 ，158 8379 ，523 1， 069， 5670.1 0.9 1.3 16.7 
11321VV1l16s51 l  ( 弘同%) 
53.4 49.2 47.2 40.5 48.4 
， 45.5 40.5 37.9 31.1 41. 5 







表 5 三菱・長崎造船所の従業者数の推移 (単位:人，指数， %) 
区分
年次 1974 75 76 7 78 79 80 81 82 
(1)三菱・長船(人) 16，401 16， 136 15，040 14， 135 12，862 10，771 10，499 10，654 10，959 
従業員数(指数) 100.0 98.4 91. 7 86.2 78.4 65.7 64.0 65.0 66.8 
型1業従者数候巴金
(2)長崎市(人 ) 30，778 29，336 27，920 26，469 25，770 2，754 2， 151 21，255 20，437 
(指数) 100.0 95.3 90.7 86.0 83.7 73.9 72.0 69.1 66.4 
(3)香焼町(人) 5，821 5，667 5，002 4，741 3，977 3，525 3，466 3，722 3，819 
(指数) 100.0 97.4 85.9 81. 4 68.3 60.6 59.5 63.9 65.6 
(4)=(2)+(3) (人) 36.599 35，003 32，922 31，210 29，747 26，279 25，617 24，977 24，256 
(指数) 10.。95.6 90.0 85.m 81. 3 71. 8 70.0 68.2 6.3 
比率
(1)/(2) (%) 53.3 55.0 53.9 53.4 49.9 47.3 47.4 50.1 53.6 
(1)/(4) (%) 44.8 46.1 45.7 45.3 43.2 41. 0 41. 0 42.7 45.2 




(4 ) 許焼町の1975'""80年分については，統計数値の秘匿の都合上，伊王島町の 1事業所の
数値を含む。したがって，厳密には連続しないが，ウエイトの推移にはほとんど影特し
ない。
(資料)長崎県『特定地域振興ビジョン一長崎市・存焼町-j1981年3月， 76ページ， (1 974~80年)。
















表 6 長崎所在三菱 3社の従業員数と長崎市の人口，世帯数の推移
(単位:人，世帯，指数， %) 
EF¥~之さ 1955 60 65 70 75 80 
三菱重工長崎造船所 10，340 13， 111 12，860 13， 712 17，034 10，499 
(指数) (100 ) (127 ) (124) (133) (165) ( 102) 
三菱電機長崎製作所 1，841 2，317 3，348 3，442 3，485 2，832 
三菱鉄鋼長崎製鋼所 1，291 2，048 2， 109 1，991 903 
(A) 合 13，472 17，476 18，267 17，154 21， 422 13，331 
(指数) (100 ) (130) (136) ( 127) (159) (99) 
人 口(国調) 303， 724 344， 153 405，479 421， 114 450， 194 447，091 
(B) 世帯数 ( fI ) 65，274 81， 729 103，077 116，899 134， 783 143，448 
人 口(調整分) 348，359 387， 147 410，925 425，996 450， 194 447，091 
(指数) (100) (111 ) ( 118) (122) (129) (128) 
(C)世帯数(調整分) 74，867 91，939 104，461 118，254 134， 783 143，448 
(指数) (100) (123) (140) (158) (180) (192) 
i率t|(IAA)V/lICB)(%)  20.6 21. 4 17.7 14. 7 15.9 9.3 
(%) 18.0 19.0 17.5 14.5 15.9 9.3 




























































表 7 人口集中地区(DI D)の人口の動向-7一一一一三空 1960 65 70 75 80 
長
① DID人口 (人) 260，649 304，947 314，458 336，025 345，980 
② 同面杭 (knf ) 17.4 23.4 27.9 33.4 39.4 
③①/②  (人/knf) 14，980 13，032 11， 271 10，061 8， 781 
崎 ④ 全市人口 (人) 344， 153 405，479 421，114 450， 194 447，091 
⑤ 同面積 (knf ) 121. 3 207. 1 207.6 239. 7 240.4 
⑥④/⑤  (人/knf) 2，837 1，958 2，028 1，878 1，860 
市 ⑦①/①  (%) 75. 7 75.2 74.7 74.6 77.4 
⑨②/⑤  (%) 14.3 11. 3 13.4 13.9 16.4 
DID 三大都市圏 12，282 12，171 10，283 9，248 8，466 
人口密度 地方圏 8，865 8，304 6，999 6，085 5，486 





















話~空 1950 55 60 65 70 75 80 
人 人 人 人 人 人 人
既成市街地 225， 795 272，896 313，959 336，325 347，007 353，598 337，873 
(長崎湾斜面内側) (72) (87) (100) (107) (11 ) ( 113) (108) 
周辺地域 67， 145 68，650 67，024 69， 154 74，107 88，901 97，247 
(同外側) (100) (102) (100) (103) (11 ) ( 133) (145 ) 
計 292，940 341，546 380，983 405，479 421，114 442，499 435， 120 
(77) (90) ( 100) (106) (11 ) (116) ( 114) 
















































都市のスプロール的拡大の垂直方向への動きを， D 1 Dの変化をとおして
みたのが図 2である。高度成長期以来の人口急増のもとで，すでに1960年に















h面a、2積6h-a 8農0年地、面ha積h% a 8山阜林主面椋長80人年E口1 人 80世年帯6数月 78工年場1数2月
長 崎 市 23.968 2.089 12.828 445.373 147.852 1. 076 





央 3.8 1.7 9.2 8.6 8.5 
地 4.6 4.8 11.8 12.7 17.0 
区
3.8 2.6 15.2 16.3 18.1 
20.4 14.1 15.1 55.5 58.5 69.6 
東
東小日長見崎計
3.7 3.2 2.1 2.1 1.0 
30.6 18.3 5.1 4.2 6.4 
20.4 34.3 21. 5 7.2 6.3 7.4 
周
福式三小 榊且重2田t 
0.6 1.0 0.8 0.5 西 4.7 11. 7 2.3 1.8 1.4 
辺
3.0 3.3 1.3 1.0 0.9 
8.8 11.7 1.3 1.0 1.0 部 25.3 16.5 27.2 5.8 4.7 3.8 
地 南
小深土茂小井ヶ堀首木計倉
2.0 1.3 1.2 1.7 
0.4 0.9 2.5 2.3 2.8 
34.5 7.9 2.7 2.4 5.4 
区 16.1 3.5 3.0 1.5 
23.5 35.0 27.0 10.0 8.9 11. 3 
部北 小西浦上計
0.1 9.3 21. 4 21. 7 7.8 




































































































































































































































































































































































































































































































































(1) 田浦良也「地域経済と失業問題Jr都市問題J69巻10号， 1978年10月， 43'"'-'45ページ。





























(8) 宅地開発公団関西支所『山地における N. T. 計画論研究会資料J，1980年4月，第 1章。
94 
(9) 木本始「長崎大水害の原因と対策についての一考察Jn~J (長崎県職長崎支部)， 3号，
1982年1月， 42ページ。
(10) 長崎行政監察局『昭57.7.23 長崎大水害調査結果報告書t1982月1月， 31ページ。












































二芦ftA 公共 B 民 間 C 合計 公共施行率(会)
ha ha ha % 
1946'""54 481. 2 。 481. 2 10.。
H 55'"" 5 9 77.7 。 77.7 100.0 
皿 60'"" 6 4 163.2 。 163.2 100.0 
W 6 5 '"6 9 54.2 46.4 100.6 53.9 
V 7 0 '"7 4 254.5 100.3 354.8 71.7 
羽 75'"" 7 9 105.3 41. 1 146.4 71. 9 
刊 8 0 '" 99.3 273.6 372.9 26.6 
1E3 』 J十 1，235.4 461. 4 1，696.8 72.8 
(注) 区画整理事業を含み期には，戦災復興土地区画整理事業 (430.9ha)が
計上されている。「事業中Jを含む。
(資料) 長崎市都市計画課『長崎の都市計画(資料編)J1985年10月， 58， 60ベー
ジ。前表と同じ， 37ページ。
96 



















































住 宅 地 商 業 地
都市名 対面j年 価格水準上位の標準地 対前年 価格水準上位の標準地
変動率 価格 所在地 変動率 価格 所 在 地
長 崎 2.3 21，000 平n町 3.6 2，780，000 浜町
i市l 2.5 273，000 中央区大涼1丁目 7.1 4，400，000 中央区天神2丁目
佐 :i'l 2.9 94，600 八幡小路 2.8 431，000 松原 1丁目
台E 本 2.7 162，000 新屋敷3丁目 3.9 2，560，000 手取木町
大 分 2.3 13，000 中島中央2丁目 4.1 1，380，000 中央町1丁目
品 崎 0.1 107，000 船塚3丁目 2.6 950，000 情通西3丁目
鹿児島 0.5 191，000 荒田 2丁目 2.3 1，920，000 千日町




































































ト寸里 ト1970"'741I . 1975"'79Iil.1980"'84 
務 費 2，692 5，54 
民 生 費 5，230 18，542 
律i 生 費 2，76 7，949 
目
'7i i劫 î~ 46 648 
農林水産業費 840 1，78 
商 工 費 596 1，65 
的 土 木 費 4，340 8，695 
j自 防 費 975 2，126 
教 1目右 費 3，53 7，290 
日IJ 災害復旧費 176 192 
公 資 964 2，43 
ム口、 2，905 57，598 
(その他共)
人 件 費 7，21 16，20 
扶 助 4，348 16，031 
公 費 962 2，437 
(小計) 12，521 34，689 
物 件 費 1，542 3，607 
性 補助費等 762 1，947 
繰 出 金 67 1，465 
目立 1- 金 270 276 
質 投資・出資・貸付 923 2，604 
普通建設事業費 5，47 1，782 
日IJ
補 助 3，029 6，314 
単独 2，418 5，468 
災害復旧事業費 176 192 
失業対策事業費 354 515 
(小計) 5，97 12，489 
































1 .1970"'741 I . 1975"'79 lil. 1980"'84 
11. 8 9.6 8.6 
2.8 32.2 32.3 
12.1 13.8 11. 0 
2.0 1.1 0.6 
3.7 3.1 3.3 
2.6 2.9 2.2 
18.9 15.1 15.0 
4.3 3.7 2.9 
15.4 12.7 11. 3 
0.8 0.3 5.1 
4.2 4.2 6.7 
10.0 10.0 10.0 
31. 5 28.2 21. 3 
19.0 27.8 28.3 
4.2 4.2 6.7 
54.7 60.2 56.3 
6.7 6.3 5.6 
3.3 3.4 3.1 
3.0 2.5 2.4 
1.2 0.5 1.2 
4.0 4.5 8.7 
23.8 20.5 16.4 
13.2 11. 0 9.5 
10.6 9.5 6.9 
0.8 0.3 5.1 
1.5 0.9 0.5 
26.1 21. 7 22.0 









~一一一一一一一三度 1975 80 83 類似団体 ('83
改 良 率(%) 37.4 40.8 41. 9 40.0 
道 『各 舗 衣オ士 率(%) 77.5 91. 7 93.6 60.9 
自動車交通不能道比率(%) 29.5 28.3 27.5 26.6 
都市公園 人口一人当り面積(nf) 3.4 3.8 3.9 5.3 
公 営 住宅数(戸) 4，359 5，439 5，689 6，356 
公営住宅 公営住宅比率(%) 3.1 3.7 3. 7 3.4 
入 居競争率(%) 3.5 2.1 5.5 2.8 
上水道 立tzra 及 率(%) 98.4 97.8 97.9 97.9 
下水道 主ι主1 及 率(人口)(%) 18.0 28.8 33.3 49.3 
H (面積)(%) 19.8 25.9 25.4 32.6 
年間総排出量(百回) 2，262 2， 759 2，564 3， 181 
し 尿 収 集 率(%) 68.2 67.6 63.6 42.0 
衛生処理率(%) 66.0 62.7 66.2 92.6 
年間総 排 出 量 ( 百 t) 3，448 2，016 1， 733 2，181 
、Fー、 み 収 集 率(%) 95.6 99.8 10.。 97.3 
焼却・高速推肥化処理率(%) 31. 3 41. 9 61. 8 69.8 
市立保育所数(箇所) 14 14 14 33 
保育所 そ の 他( " ) 41 48 50 52 
収 容 率(市立)(%) 27. 1 28.9 27.9 41. 4 
" (公私立)(%) 85. 7 96.6 99.0 95.3 
老人ホーム ~・保護者比率(%) 5.6 6.4 7.0 3.5 
収 r白っ"'" 率(%) 6.3 3.9 3.3 10.2 
小学校 非木造面積 比 率 ( % ) 91. 4 96. 1 97.0 95.6 
必要面杭不足比率(%) 19.2 20.0 16. 7 13.9 
中学校 非木造面積 比 率 ( % ) 92.3 96.2 9. 1 94.0 






































7コ¥」と 1975"-'79 1980"-'84 実額 % 実額 % 
1 総 務 費 1，128 1.9 2;551 3.0 
2 民 生 費 1，671 2.8 1，061 1.2 
うち 保 育 所 643 1.1 342 0.4 
3 衛 生 費 8，506 14.4 10，554 12.3 
うち L，-，. ‘p み 処 理 7，290 12.4 7，333 8.5 
し 尿 処 理 265 0.4 821 1.0 
4 農林水産業費 5，536 9.4 7，993 9.3 
5 商 工 費 253 0.4 138 0.2 
6 土 木 費 27，739 47.1 41，259 47.9 
うち ①道路橋りょう 7，036 11.9 9， 142 10.6 
①河 }I 海 芹U-I 1，034 1.8 3，217 3. 7 
①港 湾 1，502 2.5 1， 158 1.3 
④都 市 三十 画 8，361 14.2 15，772 18.3 
うち街 路 3，667 6.2 9， 169 10. 7 
都市下水路 492 0.8 1， 148 1.3 
区画整理 1，630 2.8 1，598 1.9 
公 園 2， 263 3.8 3， 729 4.3 
⑤住 宅 10，074 17.1 11，876 13.8 
7 j自 防 費 629 1.1 1， 185 1.4 
8 教 育 費 11，890 20.2 19，426 22.6 
うち 旦寸IーL 校 7，365 12.5 7， 109 8.3 
中 且寸lーz 校 2，669 4.5 5，840 6.8 
言I司T 校 7 0.0 2，391 2.8 
社 メエ〉、 教 τ円'" 1， 265 2. 1 2，501 2.9 
l口』 計(その他共) 58，912 100.0 86，088 100.0 















































A学校数 B児童数 C学級数 D学校数 E児童数 F学級数
D-A 1 E-B 1 F-C 
学校教伸率児童数伸率学級数仲率
校 人 学級 校 人 学級 校 % 人% 学級 % 
中心部 261 29，805 734 261 20，148 518 0ム9，657632.4 ム 216629.4 
周辺部 14 8，750 237 201 16，468 427 6142.9 7，718 8.2 190 80.2 
外辺部 8 3，72 104 8 2，323 82 。0ム1，49638.4 ム 2621.2 















































:入 住民一人当り(1980--83年度，平均) 比 較長崎市 類似団体 C EL(%) A.決算額約)構成比例 B.決算額(円) 構成比例 (=A-B) B 
*シ~、 務 費 19，087 8.4 2，309 12.0 ム 3，222ム 7.7 
民 生 費 74，366 32.6 38，747 20.8 35，619 84.7 
衛 生 費 25，645 11. 2 18，226 9.8 7，419 17.6 
労 l動 費 1， 472 0.6 2，024 1.1 ム 552 ム 1.3 
農林水産業費 7，794 3.4 4，107 2.2 3，687 8.8 
商 工 費 5，286 2.3 4，791 2.6 495 1.2 
I 土 木 費 31，902 14.0 37，195 20.0 ム 5，293ム 12.6 
j目 防 費 6，877 3.0 5，806 3.1 1，071 2.5 
教 z円t之 費 25，829 11. 3 35，233 18.9 ム 9，404ム 22.4 
災害復旧費 13，301 5.8 1，632 0.9 1，669 27.7 
公 債 費 14，635 6.4 13，890 7.5 745 1.8 
Z口h 計 228，254 100.0 186，182 10.。42，072 100.0 
(その他共)
総 務 費 18，446 10.5 2，309 12.0 ム 3，863ム 17.3 
民 生 費 3，512 19.1 38，747 20.8 ム 5，235ム 13.5 
衛 生 費 25，645 14.6 18，226 9.8 7，419 40. 7 
労働費 1，472 0.8 2，024 1.1 ム 552 ム 27.3 
E 農林水産業費 7，794 4.5 4，107 2.2 3，687 89.8 
実 商 工 費 5，286 3.0 4，791 2.6 495 10.3 
土 木 1% 31，902 18.2 37，195 20.0 ム 5，293ム 14.2 
質
j自 防 費 6，877 3.9 5，806 3.1 1，071 18.4 
教 ゴ円ヰ 費 25，829 14.8 35，233 18.9 ム 9，404ム 26.7 
災害復旧費 1，632 0.9 1，632 0.9 。
公 費 14，635 8.4 13，890 7.5 745 5.4 
1EI 入 175，090 10.。 186，182 100.0 ム 1，092ム 6.0 
(その他共)








EF¥¥三里 1970 75 78 
社 ~玉k 福 祉 費 433 13.5 1，742 13.9 3，390 14.2 
老 人福 祉 費 119 3. 7 974 7.8 1， 787 7.5 
児 童 福祉 費 364 11. 4 2，468 19. 7 3，321 13.9 I 
生 活 保 護 費 1，867 58.3 3，872 30.9 5，862 24.61 
災 害 救助 費 2 0.1 0.0 1 0.01 
原爆被爆者対策費 417 13.0 3，488 27.8 9，479 39.8 
i口~ 5十 (A) 3，202 100.。12，546 100.0 23，841 100.0 
(一般会計歳出合計(8) 14，823 39，395 72，248 




















80 81 82 83 
4，605 14. 1 4，990 14.0 5，523 14.2 5，823 15.1 
2， 188 6.7 2，495 7.0 2，535 6.5 2， 199 5.7 
3，808 11. 7 3，823 10.8 3，954 10.1 4，030 10.4 
6，111 18.8 6， 186 17.4 6，649 17.0 6，851 17.7 
0.0 4 0.0 1， 166 3.0 0.0 
15，867 48.7 18，058 50.8 19， 187 49.2 19， 743 51. 1 
32，579 100.0 35，556 100.0 39，015 100.0 38，647 100.0 
93，308 98，426 109，437 118，531 
















































:入 住民一人当り(1980"-'83年度，平均) 比較長崎市(1 ) 長崎市(1，実質) 類似団体 D I一一一一 D A決算額構成比 B決算額構成比 C決算額構成比 (=B-C)寄与率 ご
円 % 円 % 円 % 円 % % 
地 方 税 68，063 29.6 6，855 37.5 86，488 45.0 ム19，633ム141.7 ム22.7
地方 交 付 税 23，042 10.0 23，042 12.9 13，381 7.0 9，661 69.7 72.2 
(一般財源) 93，109 40.5 91，901 51. 6 102，674 53.5 ム10，773ム77.7ム10.5
使用料・手数料 3，789 1.6 3，789 2.1 4，456 2.3 ム 667 ム 4.86 15.0 
国庫 支出 金 75，375 32.8 31，449 17.6 35，465 18.5 ム4，016ム29.0ム11.3 
県 支出金 1，185 4.9 6，129 3.4 6，418 3.3 ム 289 6 2.1 ム 4.5
地 方 i責 19，577 8.5 18， 194 10.2 19，418 10. 1 ム1，224ム 8.8ム 6.3
諸 収 入 17，702 7.7 17，685 9.9 10，568 5.5 7，17 51. 4 67.3 
そ の 他 9，339 4.1 9，072 5. 1 13，075 6.8 ム4，003ム28.9ム30.6
J口L 230，076 100.0 178，218 10.。192，074 10.。613，856 ム100.0ム 7.2
































ふ主度 決算額(百万円) 構成比(%)1 1970'"'-'7411 1975'"'-'791II 1980'"'-'84 1 1970"-'74111 1975...791II 1980...84 
地 方 税 8，617 19，411 31，412 36.5 3. 1 29.8 
地方 交付税 3，503 6，846 10，055 14.8 11. 7 9.5 
(一般財源) 12，339 26，902 42，355 52.3 45.8 40.2 
使用料・手数料 478 983 1，813 2.0 1.7 1.7 
国庫支出金 5， 190 17，110 3， 795 22.0 29.2 32. 1 
県支出金 647 1，705 4，740 2. 7 2.9 4.5 
地 方 依 2，007 6，411 8， 780 8.5 10.9 8.3 
諸 収 入 1，069 2， 760 9，498 4.5 4.7 9.0 
そ の 他 1，882 2，821 4，369 8.0 4.8 4. 1 

















1 19701 1 1975皿 19801 19701 1 19751 m 1980 1 19701 1 19751 m 1980 
"'741 "'791 "'84 "'741 "'791 "'84 "'741 "'791 "-'84 
市 民 税 3，949 9，628 15， 795 45.8 49.6 50.3 29.3 12.3 8.6 
うち個人 2，587 6，918 1，678 30.0 35.6 37.2 27.9 17.3 8.1 
法人 1，362 2，710 4.117 15.8 14.0 13.1 32.8 4.5 10.2 
固定資産税 2，904 6，070 9，219 33.7 31. 3 29.3 19.4 12.3 8.1 
軽自動車税 89 121 172 1.0 0.6 0.5 8. 1 7.3 10.8 
たばこ消費税 714 1，215 1，765 8.3 6.3 5.6 1.0 12.0 6.5 
電 六ヌプL 税 574 1，119 3.0 3.6 9.9 13.5 
ガ ス 税 47 58 0.2 0.2 628.2 6.5 
木材引 取 税 以下 0.0 0.0 0.0 46.1 18.9 156.7 
特別土地保有税 37 180 130 0.4 0.9 0.4 
3) 
ム5.3 ム7.3
都市計画税 493 1，162 2，209 5.7 6.0 7.0 29.7 19.7 7.6 
事業所税 412 945 2.1 3.0 
(3) 
10.0 
1口h 計 8，617 19，411 31，412 100.0 100.0 100.0 22.9 12.9 8.4 












































































住民一人当り(1980"'83年度，平均) 比較;入 長崎市 類似団体 C 寄与率(%)言~(%)A決算額(円)構成比例 B決算額(門)構成比例 (=A-B) 
市 民 税 34，288 50.4 43，371 49.7 ム 9，083 ム47.2 ム20.9
うち個 人 25，525 37.5 31，663 36.3 ム 6，138 ム31.9 ム19.4
法 人 8，763 12.9 1，708 13.4 ム 2，945 ム15.3 ム25.2
固定 資産 税 19，821 29.1 26，992 30.9 ム 7，171 ム37.3 ム26.6
軽自動車税 357 0.5 324 0.4 3 0.2 10.2 
たばこ消費税 3，855 5.7 3，876 4.4 ム 21 ム0.1 ム0.5
電 Fヌ~ 税 2，434 3.6 3，325 3.8 ム 891 ム4.6 ム26.8
ガ ス 税 130 0.2 136 0.2 ム 6 ム0.0 ム4.4
特別土地保有税 335 0.5 585 0.7 ム 250 ム1.3 ム42.7
都市計画税 4，763 7.0 5，776 6.6 ム 1，013 ム5.3 ム17.5
事業所税 2，081 3.1 2，817 3.2 ム 736 ム3.8 ム26.1
そ の 他 0.0 8 0.1 ム 87 ム0.5 ム98.9




(1) 宮本憲一『現代の都市と農村J日本放送出版協会， 1982年， 72ページ。
(2) 村田明久他「都市細街路の課題Jr環境論叢J4号， 1980年1月，鮫島和夫「長崎市の
住宅事情Jr環境論叢j5号， 1980年3月，参照。
(3) 例えば，長崎市『長崎市総合計画J， 1970年5月， 1 ~2 ページ。
( 4) 長崎県環境部[環境白書 (1983年版)J，第 3章，参照。
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(5 )宮入興一「長崎豪雨禍その政治経済学jrエコノミスト J，1982年1月2日， 28.....29 
ヘーン。
(6) 丹羽漢吉『長崎市水道九十年のあゆみj長崎市水道局， 1982年3月， 58"'-'67ページ。































(l) ここでの推計は，総務庁統計局『住宅統計調査報告， 3巻42，長崎県.1， 1983年，によ
る。なお，住民基本台帳に基づく推計では， 1983年 1月1日現在の全市世帯数は153，349
世帯で，同年住宅統計調査による住宅戸数136，440戸を上まわっている。







課『長崎市民意識調査.1， 1983年 1月， 7 ---10ページ)。
(13) 長崎市教育委員会『教育要覧(資料編)j1985年度版， 2---10ページ。






(19) 長崎県『長崎市・香焼町特定地域振興診断報告書.1， 1980年3月， 143---146， 225---242 
。、、
へーン。
(20) 長崎県『特定地域振興ビジョン一一長崎市・香焼町一一 11981年 3月， 78ページ。
判 長崎市納税課『市税概要.1，各年度版。
(2) 長崎県，前掲古(注20)，82---84ページ。
町 むすびにかえて
長崎市はまことに魅力的な，内懐の深い町である。それは，都市の歴史的，
自然的条件のユニーク性に規定されるとろこが大きい。この特異性は，都市
経済とその発展にも大きな影響を及ぼしてきた。しかし同時に，長崎市は日
本資本主義に特徴的な求心的垂直的地域構造のなかで，造船業を中軸とする
地方企業都市としての位置づけを与えられ，その意味では，むしろ日本の典
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型的な地方都市としての普遍性をもって発展してきた。
原爆被災，長崎大水害，特異な都市構造の歪みと都市問題の深刻性・複合
性，今日の地域経済の地盤沈下と財政危機一一これら長崎市の過去と現在の
出来事は，一見，なんの脈絡もないように見えるかもしれない。しかし，そ
れらを直接間接に貫いていたのは，戦前から，時々の国策と大企業の地域独
占に自らの命運を基本的にまかせ，これに追随して成長至上主義の都市政策
をおし進めてきた地方都市が，企業発展のいわば“影"として被った社会的
災禍であり，外部化された社会的費用に他ならないということであった。そ
れらの出来事は，長崎に特殊な形態をとって現象してはいるが，底流には，
普遍的な社会経済的要因が流れていたのである。
今日，他の地方都市と同様，長崎市の地域経済はかつてなく重大な転機に
直面している。主力企業である三菱重工業長崎造船所は，新たな産業構造の
再編にのりだしてきた。 1974年に同所生産高の68%を占めた造船部門の比重
は83年には32%に低下し，逆に機械部門が32%から68%に拡大してウエイト
は完全に逆転してしまった。これは，ハイテク化，国際化，情報化など日本
経済の戦略的再編方向と軌をーにする。東京本社の中枢管理の下に推進され
るこの企業内産業構造再編とハイテク化は，同時に，減量経営，労働力再配
置，下請再編等の「合理化」再編策を伴わざるをえない。戦後の混乱期を除
き1万人を割ったことのない従業員数は，いまや， 8，500人体制を達成し，
急激な円高の下でこの方向はさらに強められようとしている。下請企業の再
編と「合理化Jも一段と強化された。主力企業の新たな再編と「合理化Jの
波は，再び地元に社会的費用として転嫁され，地域経済の不振と地方財政危
機をつのらせている。その一方，三菱重工は，合理化効果に市況の好調も加
わって， 85年3月期決算では11年ぶりに史上最高の利益をあげるまでに企業
体質を強化した。裏返していえば，そのような社会的費用の負担をまぬかれ
てきたことが，三菱の資本蓄積と高収益の要因ともなっているのである。
地域経済の困難が深まるもとで，国の第 4次全国総合開発計画(四全総)
に対応する新たな開発政策が長崎でも動きだした。その典型例は，“アーバ
ン・ルネッサンス"と称する都市再開発である。これは，首都改造計画に代
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表される大都市改造戦略のローカル版といってよい。四全総の基本的狙いは，
東京を頂点とする求心的垂直的地域構造の現状を追認し，それを，国際化，
高度情報化，技術革新など，新たな条件変化の下で一層高度効率的合理的に
休系化することにある。地方中心都市はこのヒエラルキー構造のなかで，ロー
カルな中枢管理機能，業務機能を期待されている。今日の地方都市再開発戦
略は，まさにそのための受皿づくりに主眼があるといってよい。長崎の都市
再開発は，特異な都市構造の歪みの是正，深刻な都市問題の解決，都市経済
の再生等の見地から，総合的計画的に位置づけられる必要があろう。しかし，
現実に進められつつあるものは，業務機能集積と建設需要効果に主要な力点
がある。それは，都心部への業務機能集積によって都市問題をさらに深刻化
し，また「民間活力」の名の下に中央大資本の進出によって都市経済の空洞
化をまねく危険性が高いといわなければならない。
では，長崎市の都市経済や財政の歴史と現状から，都市の再生にむけて，
われわれはー休いかなる教訓を学びとるべきであろうか。最後に，論点だけ
を指摘して結びにかえたい。
第1に，支配的な大企業の資本蓄積とその時々の国の政策に無批判に追随
し，その従属変数として行われる都市づくりは，たとえある時期は繁栄して
いるようにみえても，実は都市の命運を外在的要因にゆだねてしまい，その
結果，社会的な災禍やコストを負担せざるをえない。その意味で，長崎の独
自の産業や歴史，文化に根ざし，それを基礎として地元に複雑な産業連関の
輸を拡大していく，自律的な内発的発展の途こそ，今後追求されるべき第 1
の課題であろう。企業城下町としての重大な転機にある今日，この点の確認
は重要である。
第2に，社会的費用として蓄積された都市構造の歪みや都市問題を解決し，
内発的発展を進めようとすれば，財政自主権を含む地方自治の発展と制度改
革が必要である。「地域独占利潤Jゃ「社会的費用の利潤化」として企業内
にとりこまれた利益は，原因者によって十分に負担されてはこなかった。原
因者負担は，抜本的には税制改革が必要となるが，現行税制でも部分的には
可能である。それには，自治体の課税自主権を行使して 1つは，たとえば
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「企業都市特別整備税Jといった法定外普通税の創出と，もう 1つは，不均
一超過課税を行うことである。前者の場合は自治大臣の許可が必要となるが，
後者の場合，超過課税については自治省への届け出だけでよい。伸びの鈍化
の著しい固定資産税については 現行1.4%の標準税率を2.1%に引き上げる
ことも可能である。そうすれば， 83年度では償却資産税だけでも約6億円の
増収となる。
こうした財政自主権を十分に発揮させていくためには，住民参加の制度化
を含めた地方自治の発展が必要となる。同時に，地方自治の発展のためには，
それを支える制度的枠組みの改革が不可欠となる。とくに，自治体への財源
委譲(税制，交付税制度改革)，行財政自主権の確立(機関委任事務の廃止，
補助金制度改革)，権限保証(例えば環境資源利用規制権等)などが必要で
ある。現在，行革審や「地方行革jにおいてなされている「改革jは，連年
の補助率カットや開発規制の緩和など，むしろ自治権確立のための改革とは
逆行している。その意味で，都市問題の解決や都市の内発的発展のための改
革が対時されなければならない。
第 3に，地方自治をになうべき主休形成の問題である。長崎は江戸期から
町人自治の伝統をもっていた。もっともその自治は，江戸幕藩休制下で上か
ら与えられた大きな制約内での町の旦那衆の自治であった。しかしその自治
の伝統は，明治以降の資本主義の発展と企業城下町の特質のなかで形骸化さ
れてきた。だが，今日もっとも求められているのは，都市再生の究極の担い
手である住民が， しっかりと地方自治の担い手となることである。それは，
かつての旦那衆の自治ではなく，一人ひとりが個人としても確立した住民の
自治，町衆の自治である。地方自治のルネッサンスこそが，いま長崎の再生
の鍵をにぎ‘っているのである。
〔注〕
(1) r“城主"変身(三菱重工業長崎造船所)Jr日本経済新聞J，1984年8月7日。
(2) r三菱重工の“復活"をよそに，きょうも雨『企業城下町J.長崎Jr日本経済新聞J，
1985年6月17日。
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(3) 1三菱重収益回復急ピッチJr日本経済新聞1. 1985年5月25日。
( 4) いわゆる「内発的発展」については，宮本憲一『現代の都市と農村J日本放送出版協
会， 1982年，終章，参照。
(5) 三菱重工業全国14の事業所のなかで，長崎造船所は，これまで最古かっ最大の事業所
としての伝統を誇ってきた。しかし，造船の構造不況が続くなか，長崎造船所は，一方
でボイラー，タービンなどの原動機を中心とする陸上機械に事業内容の比重を移しつつ
も，全社の中に占めるウェイトを低下させてきている。今後の予測によれば，三菱重工
の造船部門の比重はさらに低下し，それに代って，航空・宇宙部門の比重が増加すると
されている (1シミュレーシヨン 21世紀企業，三菱重工航空・宇宙を第三の柱にJr日
本経済新聞J. 1985年8月4日)。企業内最大の造船拠点でありながら航空・宇宙部門を
欠く長崎造船所の位置は，将来，さらに低下する可能性が高い。ハイテク化を伴う「合
理化Jとも相まって，今後，造船所の地域経済に占めるウエイ卜は雇用効果も含めてさ
らに低下する懸念が強まってきた。また，総合安保戦略による防衛費の突出的仲長を背
景として，わが国最大の軍需企業でもある三菱重工の最大事業拠点として，長崎造船所
においても，特に1980年以降，艦艇，魚雷など防衛機器部門のウェイトが急速に増加し
つつある(長崎商工会議所『長崎経済概観j1984年版， 15ページ)。これまでの長崎の歴
史的教訓に照らして，注目されるべき動向といえよう。
(6) 本稿では，長崎市の都市経済や都市問題の特徴にかなりの紙幅をさいたため，最近の
民間委託や地方行革の動向，一般会計と特別会計，公営企業会計との関係など，自治体
行財政のより立ちいった分析にまでは及ばなかった。これらの点については，拙稿「長
崎市の地域経済の動向と行財政J(長崎県の経済と財政編集委員会編『長崎県の経済と財
政(下)j長崎県地方自治研究センター，近刊)を参照されたい。また，長崎市，香焼町
を含む「企業城下圏」としての地域企業社会の総合的解明や，全国の企業都市・企業城
下町との比較研究，内発的発展と大企業の民主的規制との相関等の問題は今後の課題と
して残されている。他日を期したい。
追記 本稿は，拙稿「長崎市の都市経済と自治体行財政J(長崎大学商科短期大学部 地域
問題教育改善プロジェクト委員会編[長崎県の産業と金融・財政j1986年3月)をも
とに，これに補筆，修正を加えてまとめなおしたものである。
